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Ⅲ.資料編 



資料編１〄プロフィール 
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当行 

29.9% 

メガバンク等 

18.5% 

信用金庫 

40.4% 

地銀(当行除く） 

11.2% 

当行 

30.3% メガバンク等 

32.1% 

信用金庫 

32.6% 
地銀(当行除く） 

5.0% 

貸出金 

預金〒譲渡性預金 

京都銀行の概要 京都府内シェア（２０２２／３） 
（銀行、信用金庫、信用組合に占めるシェア） 

（2022年3月末現在） 

項目 計数等 

創立 １９４１年１０月 

総資産 １２兆１〃９６７億円 

預金〒NCD ８兆９〃８７８億円 

貸出金 ６兆１〃４８９億円 

資本金 ４２１億円 

有価証券評価損益 ８〃８１１億円 

自己資本比率（単体々国内基準） １１.５９％ 

格付 
Ｒ＆Ｂ 〆  
Ｓ＆Ｐ 〆 

： 
：〓 

従業員数 ３〃３９６人 

拠点数（※） 
１９７か所 

（本支店１７４、専門拠点２３） 

海外拠点（駐在員事務所） 香港、上海、大連、バンコク 

未 

未 

※「相続々資産承継ご相談プラザ京都中央（22年4月開設）」 
 「東大阪中央法人オフィス（22年度上期開設予定）」を含む 
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々京都銀行に改称 
々本店を京都市に移転 
 

々丹和銀行創立 
 本店〆福知山 

京都市内では中小企業の 
資金難が課題 

第
二
部
に
上
場 

京
都 

大
阪 

滋
賀 

奈
良 

兵
庫 

愛
知 

東
京 

計 

2000.3 105 9 0 0 0 0 1 115 

2020.3 111 31 14 7 8 2 1 174 

地元本店銀行 
として地位確立 

広域型地方銀行 

として成長加速 

昭和 平成 

従業員数 

2000.3 2,862 

2020.3 3,440 

店
舗
網
拡
充 

人
的
資
本

の
拡
充 

成長のための 
先行投資 

戦後復興       高度成長々安定成長 

ベンチャー企業の台頭とその後の急成長 

 グローバル化       人口減少々低成長 

金融再編 
デジタル社会 

バブル 
崩壊 

リーマン 
ショック 

＋51％ 

＋20％ 

１
９
４
１
年
丹
和
銀
行
創
立 

１
９
５
０
年
京
都
府
本
金
庫
事
務
受
託 

１
９
５
１
年
京
都
銀
行
に
改
称 

１
９
５
３
年
本
店
を
京
都
市
に
移
転 

１
９
８
４
年
東
京
々
大
阪
両
証
券
取
引
所 

１
９
７
３
年
京
都
証
券
取
引
所
に
上
場 

１
９
８
６
年
同
第
一
部
に
指
定
替
え 

１
９
９
９
年
当
行
初
の
赤
字
決
算 

２
０
１
８
年
信
託
業
務
へ
銀
行
本
体
参
入 

２
０
１
７
年
京
銀
証
券
開
業 

２
０
０
０
年
滋
賀
県
初
進
出
々
草
津
支
店 

資料編２〄沿革（概略〆創立～平成期） 
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サステナビリティ経営推進体制 

ガバナンス体制の強化 

   監査役 ４名 うち   

取締役会 監査役会 

取締役会／常務会 

サステナビリティ経営推進委員会 
 
 

 

 

報告 

本部各部・営業店・グループ会社 

 
 

 

 

京都銀行グループとしての 
サステナビリティ（ＳＤＧｓ） 

行員一人ひとりの 
サステナビリティ（ＳＤＧｓ） 

相互連携 

出席 

出席 

監査役 

委員長：専務取締役（代表取締役）  
副委員長：本部各部室を担当する役付取締役 

     および 役付執行役員  

委員  ：本部各部室長 

事務局：経営企画部 

資料編3．コーポレートガバナンス 

取締役 ８名 うち   独立社外取締役  

  ３名 

女性取締役  

  ３名 

独立社外監査役  

  ２名 

女性監査役  

  １名 

※6月２９日開催予定の定時株主総会で正式決定 



資料編4〄預金々譲渡性預金（主体々エリア別） 
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20,425  21,756  21,831  21,337  
24,428  26,751  

43,188  
44,670  46,244  48,013  

51,035  

53,859  

9,043  
8,984  

9,409  8,405  

7,178  

7,069  

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

（億円） 
主体別 預金・譲渡性預金（平残） 

55,288  57,484 58,920 60,595 
66,200 

71,091 

6,800  
7,576 

8,047 
8,414 

8,775 

9,353 

3,170  
3,319 

3,502 
3,718 

4,100 

4,417 

7,397  
7,030 

7,015 5,027 

3,566 

2,817 

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

（億円） エリア別 預金・譲渡性預金（平残） 

２０２１年度実績 （前年度比） 
法人〒2,322億円、個人〒2,824億円、公金他△109億円 

77,756 

72,657 
75,411 

77,756 

72,657 
75,411 

77,485 77,485 

82,642 82,642 

預金・譲渡性預金平残の推移 

法人 

個人 

公金他 

京都 

大阪々兵庫 

滋賀々奈良 

東京々愛知 
87,680 

２０２１年度実績 （前年度比） 
京都〒4,891億円、大阪々兵庫〒577億円、 
滋賀々奈良〒317億円、東京々愛知△748億円 

87,680 



資料編5〄貸出金（主体々エリア別） 
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27,305  28,153 29,321 30,333 
33,524 33,704 

8,908  
10,070 

10,785 
11,109 

11,707 12,198 
4,013  

4,357 
4,757 

5,009 

5,293 5,474 

6,760  

7,778 

8,690 
9,041 

9,902 9,393 

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

エリア別 貸出金（平残） 

２０２１年度実績 （前年度比） 
法人〒325億円、個人〒113億円、公共△95億円 

28,120  30,151  32,056  33,145  
37,867  38,192  

14,045  
14,769  

15,544  
16,088  

16,335  16,448  
4,823  

5,439  

5,955  
6,260  

6,226  6,131  

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

主体別 貸出金（平残） 

55,494 

46,988 

50,359 

55,494 

46,988 

50,359 

53,555 53,555             

60,428 60,428 

 貸出金平残の推移 

法人 

個人 

公共 

京都 

大阪々兵庫 

滋賀々奈良 

東京々愛知 

（億円） 

60,771 

２０２１年度実績 （前年度比） 
京都〒179億円、大阪々兵庫〒490億円、 
滋賀々奈良〒180億円、東京々愛知△508億円 

60,771 

（億円） 



7,529
5,546 4,999 3,786 3,756 4,269

6,612

6,500 5,754

6,888
6,2845,592

4,167

6,533

7,1266,7717,216
6,525

1,848
1,945 1,810

1,720
1,762

1,734

1,509
1,170

1,5701,661
1,556

1,625

86
129 139

149 124
238

973 1,6311,897

1,797
1,551

1,959

 17/3  18/3  19/3  20/3  21/3  22/3

（億円）

資料編6〄有価証券投資の状況 
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4.2 4.3 
4.0 

5.0 
5.4 

5.9 

6.7 
7.1 

2.4 2.5 

3.5 
5.4  

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（年） 

＜参考＞評価損益変動幅 

●円金利が1％上昇した場合の評価損益変動幅 
                △ 891億円 
 
●日経平均が1,000円下落した場合の 
   株式等評価損益変動幅 
                                         △ 377億円 

〈注〉時系列比較のため、上記数値は評価損益を除いております。 

23,298  22,863 23,378 23,206 

有価証券残高の推移 ２０２２年３月末の有価証券評価損益 

債券平均残存期間の推移 

 22,096 （億円） 

内訳 評価損益 

国債 △ 61 

地方債 △ 28 

社債 △ 12 

株式 8,887 

外債 △ 47 

その他 74 

合計 8,811 

外債 

円債 

投信々その他 

円建外債 

外貨建外債 

株式 

社債 

地方債 

国債 

 21,609 



資料編7〄役務取引等利益 
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82.5  88.8  87.3  83.9  
97.0  

108.6  

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

（億円） 

26.8 27.5 28.9 30.1 31.4 34.8 

44.6 44.6 45.0  44.9 43.3 38.9 

11.9 11.8 11.6 11.3 9.6 9.4 

15.5 15.6 15.8 16.2 16.2 16.5 

36.8 
49.2 41.8 37.0 40.7 49.8 

15.4  

18.7 22.3  24.8  24.7  

30.8  151.2 

167.6 165.6 164.6 166.0  

180.5  

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

（億円） 
（銀行単体〒京銀証券収益） 

（※１）法人ぐるみ取引〆Ｍ＆：、シローン、ビジネスマッチング、私募債、外為関連等 

（※２）預かり資産々信託関連〆投資信託、保険、個人向け国債、金融商品仲介、京銀証券収益、信託関連 

役務取引等利益の推移 

役務取引等収益の内訳 

その他 

内国為替 

ATM関係 

口座振替 

預かり資産々 
信託関連（※2） 

法人ぐるみ 
取引（※1） 



資料編8〄統合リスク管理 
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1,330

4,418

566

0

0

592

960

90

58

130

130

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

8,887

2,560

0

3,000

6,000

9,000

 消費性与信の信用リスク量 
保有期間１年 信頼係数99％ 

銀行勘定の金利リスク（２０２２年３月末） 

Δ ＥＶＥ 自己資本 Δ ＥＶＥ／自己資本

１２６億円 ４，４００億円 ２．９％

リスク量 
（２０２２年３月末基準） 

（億円） 

配賦原資※ 

 

バッファー １〃９０８億円 

市場リスクVaR 
 (除く政策投資株式) 
  〆バンキング 
   保有期間６か月 
   信頼係数99％ 
  〆トレーディング 
   保有期間１０日 
   信頼係数99％ 

（政策投資株式修正ＶａＲ＝政策投資株式ＶａＲ〓評価損益） 

（億円） 
(２０２２年３月末） 

コ ア 資 本 
（配賦原資） 

未利用リスク資本 
１〃１６４億円 

資本配賦額 
（２０２１年度下期） 

政策投資株式修正VaR    
保有期間６か月 信頼係数99％ 

事業性与信の信用リスク量  
保有期間１年 信頼係数99％ 

2,510億円 

オペレーショナルリスク 
（粗利益配分手法） 

政策投資株式 
評価損益 

政策投資株式 
VaR 

  【統合リスク量の状況】 

  ●２０２１年度下期の資本配賦額は２〃５１０億円、２０２２年３月末の統合リスク量は 
   １〃３４６億円 

  【銀行勘定の金利リスク（ＢＲＲ；；）】 

  ●２０２２年３月末のΔ＞Ｖ＞（金利ショックに対する経済的価値の減少額）は１２６億円、 

       自己資本に対する比率は２〄９％ 

1,346億円 

々市場リスク、信用リスク 
 （配賦額超過時等臨時         
  突発的な事態に使用） 
々計測できないリスク 
々新規業務に対するリスク 
々戦略リスク等 

※２０２１年度下期計画策定時点 
      における２０２２年３月末予想値 

自己資本に対するΔ＞Ｖ＞の比率は２０％以内となっている 

統合リスク量の状況（２０２２年３月末） 



資料編9〄開示基準別の分類々保全状況 
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（ 単位〆億円 ）

区    分

残    高 Ⅰ分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破 綻 先  破産更生債権及び

13 11 2 － －  これらに準ずる債権

（    0） （  11）
実質破綻先 ① 58 33 25 100.0% 58

45 22 22 － －
（    0） （  14）

破綻懸念先 危 険 債 権

804 557 190 57 ② 806 628 120 92.8% 806

（120）
小  計  小  計

863 591 215 57 865 661 146 93.3% 865

166 35 76 67.2%
 要 管 理 先 要管理債権

164 9 154 （貸出金のみ）

62 14 25 63.5% 62

計 開示債権①～③ 計 合  計

1,028 601 369 57 － 928 676 171 91.3% 928

要管理先以外

  の要注意先

5,713 2,324 3,388
正 常 先

54,952 54,952

合  計

61,694 57,878 3,758 57 －
（  120） （   25）

三月以上延滞債権

貸出条件緩和債権

-           

対象〆要管理債権は貸出金のみ

その他は貸出金等与信関連債権、銀行保証付私募債
対象〆貸出金等与信関連債権

　対象〆金融再生法の

　　　　開示基準と同様

区  分

リスク管理債権

 破産更生債権及び

残高

小  計

 これらに準ずる債権

要 管 理 先

危 険 債 権

自己査定結果（債務者区分別） 金融再生法の開示基準

担保等による

保全額
引当額 保全率

分      類

残    高

区    分

③

（注１）貸出金等与信関連債権〆貸出金､支払承諾見返、外国為替、貸出金に準ずる仮払金および 

    未収利息等であります。 

（注２）破綻先、実質破綻先および破綻懸念先の自己査定における分類額 

    Ⅰ  分 類 額    引当金、優良担保（預金等）々優良保証（信用保証協会等）等で カバーされている債権        

    Ⅱ  分 類 額    不動産担保等一般担保々保証等でカバーされている債権 

    Ⅲ々Ⅳ分 類    全額または必要額について償却引当を実施､引当済分はⅠ分類に計上（破綻先 

                        および実質破綻先の Ⅲ々Ⅳ分類は全額引当済） 

（注３）自己査定結果（債務者区分別）における （  ）内 は分類額に対する引当額です。 

22年3月期 
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 連結子会社・関連会社 

 連結損益 

＜子会社＞ 業務内容 

 烏丸商事（株）  不動産管理々賃貸業務、当行役職員への商品等斡旋業務 

 京都信用保証サービス（株）  信用保証業務 

 京銀リース々キャピタル（株）  リース業務、投資業務 

 京都クレジットサービス（株）  クレジットカード業務（DC） 

 京銀カードサービス（株）  クレジットカード業務（JCB、ダイナース） 

 （株）京都総合経済研究所  経済調査々研究業務、経営相談業務 

 京銀証券（株）  証券業務 
 

 

＜関連会社＞ 

 スカイオーシャン々アセットマネジメント（株）  投資運用業務 

（単位〆億円） 

＜連結＞ 
21年度 

＜銀行単体＞ 
21年度 

連結子会社等 
の利益反映分 

連結粗利益 956 904 52 

連結経常利益 291 260 30 

親会社株主に帰属する当期純利益 206 187 19 



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれております。 

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、 

リスクや不確実性を内包するものです。 

将来の業績は、経営環境の変化などにより現時点での予想・計画と 

異なる可能性があることにご留意ください。 

［照会先］ 

株式会社 京都銀行 経営企画部 

電話：０７５－３６１－２２９２ 

ＦＡＸ：０７５－３６１－４５８１ 

https://www.kyotobank.co.jp/ 


